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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第２四半期連結
累計期間

第80期
第２四半期連結
累計期間

第79期
第２四半期連結
会計期間

第80期
第２四半期連結
会計期間

第79期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成22年
７月１日
至平成22年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 384,877 430,014 202,269 223,219 833,991

経常利益（百万円） 2,129 5,226 917 2,901 6,675

四半期（当期）純利益又は四半期純

損失（△）（百万円）
12 2,273 △317 2,190 1,005

純資産額（百万円） － － 52,283 54,971 53,794

総資産額（百万円） － － 193,347 191,259 196,826

１株当たり純資産額（円） － － 685.12 723.70 708.33

１株当たり四半期（当期）純利益金

額又は１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

0.16 30.38 △4.22 29.29 13.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 26.6 28.3 26.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
4,323 4,319 － － 11,656

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△5,761 3,991 － － △11,355

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△946 △4,696 － － △8,550

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円）
－ － 29,590 27,339 23,725

従業員数（人） － － 2,436 2,356 2,383

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．売上高には、消費税等は含まれていない。

３．第79期第２四半期連結累計期間、第80期第２四半期連結累計期間、第80期第２四半期連結会計期間および第

79期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

いない。第79期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり

四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載していない。 
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はない。また、主要な関係会社における異動もない。

 

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 2,356(1,874)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。

 

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人）  425(7)

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載している。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　該当事項なし。

 

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％）
受注残高
（百万円）

前年同期比（％）

航空関連事業他 321 － 702 －

（注）上記金額には、消費税等は含まれていない。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりである。

セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

前年同期比（％）

石油関連事業（百万円） 208,831 －

ガス関連事業（百万円） 10,669 －

航空関連事業他（百万円） 3,718 －

合計（百万円） 223,219 －

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去している。

２．上記金額には、消費税等は含まれていない。

 

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断したも

のである。

 

（１）業績の状況

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、雇用情勢が依然として厳しく、デフレや円高の影響も懸念

されるなど、先行き不透明な状況で推移した。

こうしたなかで、当社グループにおいては、販売の拡大に努めるとともに、利幅の確保など収益向上を図った。

その結果、当第２四半期連結会計期間における当社グループの売上高は前年同期比10.4％増の2,232億19百万

円となり、売上総利益の増加とともに経費の削減などから、営業利益は前年同期比184.4％増の29億49百万円、経

常利益は前年同期比216.2％増の29億１百万円となった。また、有価証券評価損を特別損失に計上したものの、旧

川崎ガスターミナルの土地売却益を特別利益に計上したことなどから、四半期純利益については21億90百万円

(前年同期は３億17百万円の四半期純損失)となった。

　

セグメントの業績は次のとおりである。

石油関連事業における売上高は2,088億31百万円となり、セグメント利益が26億66百万円となった。

ガス関連事業における売上高は106億69百万円となり、セグメント損失が15百万円となった。

航空関連事業他における売上高は37億18百万円となり、セグメント利益が３億46百万円となった。

 　

（２）資産、負債、純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ55億67百万円減少し、1,912億59百

万円となった。これは主に、土地の売却や設備の除却により固定資産が減少したことによるものである。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ67億44百万円減少し、1,362億87百万円となった。これは主に、支払手形及

び買掛金や有利子負債の減少によるものである。

純資産合計は、株価下落によりその他有価証券評価差額金が減少したものの、前連結会計年度末に比べ11億76

百万円増加し、549億71百万円となった。これは主に、当期純利益の計上による利益剰余金の増加によるものであ

る。

以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の26.9％から28.3％となった。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、当第１四半期連結会

計期間末より79億89百万円増加し、273億39百万円となった。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、獲得した資金は39億70百万円となった。なお、獲得した資金は前年同期比32億77百万円増加

している。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、獲得した資金は47億99百万円となった。なお、前年同期は31億21百万円の資金の使用であっ

た。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、使用した資金は７億80百万円となった。なお、前年同期は26億46百万円の資金の獲得であっ

た。
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（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。

 

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりである。

① 基本方針の内容

上場会社である当社株式は、株主、投資家のみなさまによる自由な取引が認められており、当社株券等に対

する大規模買付提案またはこれに類似する行為があった場合においても、当社はこれを一概に否定するもの

ではなく、最終的には株主のみなさまの自由な意思により判断されるべきであると考える。 

しかしながら、大規模買付行為の中には、その目的等からみて企業価値ひいては株主共同の利益に対する明

白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主

が買付行為の条件について検討し、あるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情

報を提供しないもの、対象会社やその関係者に対し高値で株式を買い取ることを要求するもの等、対象会社の

企業価値・株主共同の利益に資することにならないものも少なくない。

当社は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者が、当社の企業理念、企業価値のさまざまな源泉、

当社を支えるステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を中

長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えている。

従って、当社としてはこのような当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なう恐れのある不適切な大

規模買付提案またはこれに類似する行為をおこなう者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者

として不適切であると考えており、このような者による当社株券等の大規模買付行為に対して必要かつ相当

な対抗をすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えている。

 

 ② 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、平成20年６月27日開催の第77回定時株主総会において株主のみなさまの承認を受け、「当社株券等

の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）」（以下、「本プラン」という。）を導入した。

１） 本プランの概要

（ａ） 大規模買付ルールの概要

本プランでは、当社株券等について、20％以上の議決権割合とすることを目的とする買付行為、また

は結果として議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為（以下、かかる行為を 「大規模買

付行為」といい、かかる買付行為をおこなう者を「大規模買付者」という。）がおこなわれた場合、そ

れに応じるか否かを株主のみなさまが判断するに必要な情報や時間を確保するため、事前に大規模買

付者が取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、取締役会による一定の評価期間が経過した後

に大規模買付行為が開始されるというものである。

（ｂ） 対抗措置の内容

当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の

無償割当て等、会社法その他の法律および当社定款上検討可能な対抗措置を取り、大規模買付行為に

対抗する場合がある。具体的にいかなる手段を講じるかについては、その時点で最も適切と当社取締

役会が判断したものを選択することとする。

（ｃ） 対抗措置の発動条件

本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合には、原則として当該大規

模買付行為に対する対抗措置は取らない。ただし、大規模買付ルールが順守されている場合であって

も、当該大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同

の利益を著しく損なうと判断される場合または大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

には、対抗措置を取ることができる。

なお、その判断の合理性および公正性を担保するために、当社取締役会は対抗措置の発動の決定に

先立ち、独立委員会に対して対抗措置の発動の是非等について諮問し、独立委員会は大規模買付ルー

ルが順守されているか否か、十分検討したうえで対抗措置の発動の是非等について勧告をおこなうも

のとする。当社取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重し、対抗措置の発動等を決定すること

ができる。ただし、当社取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するという当社の

基本方針に則り、株主のみなさまのご意思を尊重し、確認することが適切であると判断した場合には、

株主総会を招集することとし、株主のみなさまのご判断による対抗措置の発動、不発動の決定ができ

るものとする。なお、当該株主総会による対抗措置の発動、不発動の決定は普通決議によるものとす

る。　
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２） 本プランの有効期間

本プランの有効期間は３年間（平成23年６月に開催予定の定時株主総会終結の時まで）とし、以降、本

プランの継続（一部修正したうえでの継続を含む）については、定時株主総会の承認を得ることとする。

ただし、有効期間中であっても、株主総会において本プランの変更または廃止の決議がおこなわれた場合

には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更または廃止されるものとする。また、株主総会で選任さ

れた取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の決議がおこなわれた場合には、本プラ

ンはその時点で廃止されるものとする。

 

③ 本プランに関する当社取締役会の判断

本プランは、中長期的視点から当社の企業価値および株主共同の利益の向上のための具体的な方策であり、

上記基本方針に沿うものである。また、以下のように合理性が担保されており、上記基本方針に照らして当社

の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考

えている。

１） 経済産業省および法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上

のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則を完全に充足している。

２） 合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ対抗措置が発動されないように設定されており、当

社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されている。

３） 当社取締役会によって恣意的な判断がなされることを防止し、当社における決定の合理性・公正性を

担保するため、社外有識者および社外監査役の中から選任する独立委員会を設置することとしている。

４） 株主意思を重視するものであり、本プランの継続（一部修正したうえでの継続を含む）について定時

株主総会の承認を得るものとしている。また、有効期間中であっても、株主総会の廃止の決議により本プ

ランは廃止されるものとしている。

５） デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではない。

 

（５）研究開発活動

　該当事項なし。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、売却した主要な設備は次のとおりである。

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
帳簿価額（百万円） 従業員数

（人）土地（面積千㎡）

当社 川崎市川崎区　 航空関連事業他 賃貸土地
2,651

 （29）
－

　　　　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画した重要な設備の新設、除却等について、

重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 277,870,000

計 277,870,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 76,061,923     76,061,923
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数1,000株　

計     76,061,923     76,061,923 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項なし。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高
（百万円）

平成22年７月１日～　

平成22年９月30日　
― 76,061 ― 10,127 ― 2,531
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

財団法人新技術開発財団  東京都大田区北馬込一丁目26番10号     8,282     10.89

株式会社リコー  東京都大田区中馬込一丁目３番６号     5,862     7.71

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(住友信託銀行再信託

分・株式会社リコー退職給付信託

口)

 東京都中央区晴海一丁目８番11号   5,800    7.63

日本興亜損害保険株式会社  東京都千代田区霞が関三丁目７番３号     3,184     4.19

株式会社みずほ銀行  東京都千代田区内幸町一丁目１番５号     3,033     3.99

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口４)
 東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,619     3.44

株式会社三井住友銀行  東京都千代田区有楽町一丁目１番２号     2,203     2.90

住友信託銀行株式会社  大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号     2,173     2.86

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社(信託口) 
 東京都中央区晴海一丁目８番11号     1,887     2.48

三愛石油持株会  東京都品川区東大井五丁目22番５号    1,679     2.21

計 －     36,724     48.28

　

 

（７）【議決権の状況】

 

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 －　　　 － 　　　　　－　　　　　

議決権制限株式（自己株式等） －　　 －　 　　　　　－　　　　　

議決権制限株式（その他） －　　　 －　　　　　 　　　　　－　　　　　

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　 1,251,000 － 　　　　　－　　　　　

完全議決権株式（その他） 普通株式  74,533,000    74,533　　　　　－　　　　　

単元未満株式 普通株式　 　277,923 － 　　　　　－　　　　　　　　

発行済株式総数            76,061,923 － －　

総株主の議決権 －     74,533 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株（議決権の数１個）が含ま

れている。

２．「単元未満株式」の欄には、自己株式291株が含まれている。
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②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

　三愛石油株式会社
東京都品川区東大井五丁

目22番５号
1,251,000－ 1,251,000 1.64

計 － 1,251,000－ 1,251,000 1.64

　

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 438 436 371 352 349 375

最低（円） 371 346 332 329 326 335

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所の市場第一部におけるものである。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

　

  役職の異動

 新役名  新職名  旧役名  旧職名  氏名  異動年月日

取締役

石油事業部長・卸売販

売部長・サービスス

テーション販売部長

 取締役
石油事業部長・卸売販

売部長
 川手次男  平成22年７月１日

取締役

石油事業部長・サービ

スステーション販売部

長

 取締役

石油事業部長・卸売販

売部長・サービスス

テーション販売部長

 川手次男  平成22年10月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期

間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連

結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日

から平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）および前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ている。　
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,435 23,816

受取手形及び売掛金 60,043 61,467

有価証券 500 360

商品及び製品 6,820 6,340

仕掛品 56 40

原材料及び貯蔵品 104 114

その他 1,733 1,942

貸倒引当金 △183 △182

流動資産合計 96,511 93,900

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 58,055 60,446

減価償却累計額 △34,392 △34,606

建物及び構築物（純額） 23,662 25,839

機械装置及び運搬具 29,311 30,189

減価償却累計額 △20,395 △21,500

機械装置及び運搬具（純額） 8,915 8,689

土地 23,940 26,841

その他 9,124 8,815

減価償却累計額 △3,317 △3,137

その他（純額） 5,806 5,677

有形固定資産合計 62,325 67,047

無形固定資産

のれん 7,298 7,919

その他 1,640 1,784

無形固定資産合計 8,939 9,703

投資その他の資産

投資有価証券 17,149 19,113

その他 6,865 7,611

貸倒引当金 △531 △550

投資その他の資産合計 23,483 26,173

固定資産合計 94,747 102,925

資産合計 191,259 196,826
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 58,883 62,501

短期借入金 7,574 9,400

1年内返済予定の長期借入金 3,779 6,080

1年内償還予定の社債 400 1,050

未払法人税等 1,868 1,060

賞与引当金 1,550 1,573

役員賞与引当金 49 88

その他 9,234 9,008

流動負債合計 83,338 90,761

固定負債

社債 13,300 13,500

長期借入金 21,464 20,607

退職給付引当金 3,998 4,037

役員退職慰労引当金 489 449

特別修繕引当金 406 408

訴訟損失引当金 290 290

環境対策引当金 － 318

資産除去債務 773 －

その他 12,227 12,658

固定負債合計 52,949 52,270

負債合計 136,287 143,031

純資産の部

株主資本

資本金 10,127 10,127

資本剰余金 7,668 7,668

利益剰余金 38,380 36,223

自己株式 △429 △428

株主資本合計 55,747 53,589

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △756 △43

土地再評価差額金 △850 △554

評価・換算差額等合計 △1,606 △598

少数株主持分 830 803

純資産合計 54,971 53,794

負債純資産合計 191,259 196,826
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高

商品売上高 384,029 428,758

完成工事高 847 1,256

売上高合計 384,877 430,014

売上原価

商品売上原価 359,445 401,728

完成工事原価 756 1,216

売上原価合計 360,202 402,945

売上総利益 24,675 27,069

販売費及び一般管理費 ※1
 22,474

※1
 21,880

営業利益 2,200 5,188

営業外収益

受取利息 363 416

受取配当金 176 206

軽油引取税交付金 － 131

その他 285 168

営業外収益合計 824 922

営業外費用

支払利息 654 608

その他 240 275

営業外費用合計 895 884

経常利益 2,129 5,226

特別利益

固定資産売却益 12 3,143

負ののれん発生益 － 20

貸倒引当金戻入額 42 －

特別利益合計 55 3,163

特別損失

固定資産除売却損 605 1,925

投資有価証券評価損 44 899

減損損失 292 526

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 199

環境対策費 96 19

貸倒引当金繰入額 － 3

関係会社株式売却損 4 －

特別損失合計 1,043 3,573

税金等調整前四半期純利益 1,141 4,817

法人税、住民税及び事業税 908 1,969

法人税等調整額 196 483

法人税等合計 1,104 2,452

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,364

少数株主利益 25 90

四半期純利益 12 2,273
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高

商品売上高 202,042 222,424

完成工事高 226 794

売上高合計 202,269 223,219

売上原価

商品売上原価 189,853 208,574

完成工事原価 209 732

売上原価合計 190,063 209,307

売上総利益 12,205 13,912

販売費及び一般管理費 ※1
 11,168

※1
 10,962

営業利益 1,037 2,949

営業外収益

受取利息 186 211

受取配当金 35 43

軽油引取税交付金 － 96

その他 174 75

営業外収益合計 396 427

営業外費用

支払利息 339 300

その他 176 175

営業外費用合計 515 475

経常利益 917 2,901

特別利益

固定資産売却益 0 3,109

貸倒引当金戻入額 27 －

特別利益合計 28 3,109

特別損失

固定資産除売却損 450 239

投資有価証券評価損 44 778

減損損失 292 526

環境対策費 38 19

貸倒引当金繰入額 － 0

特別損失合計 826 1,564

税金等調整前四半期純利益 119 4,446

法人税、住民税及び事業税 595 1,404

法人税等調整額 △169 801

法人税等合計 426 2,205

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,240

少数株主利益 10 50

四半期純利益又は四半期純損失（△） △317 2,190
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,141 4,817

減価償却費 2,664 2,462

のれん償却額 566 566

負ののれん発生益 － △20

貸倒引当金の増減額（△は減少） △52 △18

工事損失引当金の増減額（△は減少） 13 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △98 △23

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △40 △39

退職給付引当金の増減額（△は減少） △15 △38

受取利息及び受取配当金 △539 △623

支払利息 654 608

有形固定資産除売却損益（△は益） 426 △1,449

減損損失 292 526

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 199

投資有価証券売却損益（△は益） － 0

投資有価証券評価損益（△は益） 44 899

売上債権の増減額（△は増加） 6,451 1,423

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,519 △485

その他の流動資産の増減額（△は増加） △443 307

仕入債務の増減額（△は減少） △1,146 △3,617

その他の流動負債の増減額（△は減少） 138 △104

その他 2 119

小計 7,539 5,510

利息及び配当金の受取額 532 617

利息の支払額 △669 △639

法人税等の支払額 △3,078 △1,170

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,323 4,319

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △667 △312

投資有価証券の売却による収入 0 1

有形固定資産の取得による支出 △4,304 △1,541

有形固定資産の売却による収入 134 5,977

無形固定資産の取得による支出 △426 △104

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△79 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△0 －

関係会社株式の取得による支出 △22 △10

その他 △394 △19

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,761 3,991
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,692 △1,826

長期借入れによる収入 4,580 2,500

長期借入金の返済による支出 △3,102 △3,944

社債の償還による支出 △200 △850

自己株式の取得による支出 △1 △0

少数株主への配当金の支払額 △20 △20

配当金の支払額 △450 △411

その他 △60 △144

財務活動によるキャッシュ・フロー △946 △4,696

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,384 3,613

現金及び現金同等物の期首残高 31,975 23,725

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 29,590

※1
 27,339
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 （資産除去債務に関する会計基準の適用）

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を

適用している。

　　この結果、当第２四半期連結累計期間の売上総利益が１百万円、営業利益お

よび経常利益が13百万円、税金等調整前四半期純利益が２億13百万円それ

ぞれ減少している。

  　また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は４億54百万

円である。

（「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関

する当面の取扱い」の適用）

　　第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基

準第16号　平成20年３月10日公表分）および「持分法適用関連会社の会計

処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号　平成20年３月10日）

を適用している。

　　この結果、損益に与える影響はない。

（企業結合に関する会計基準等の適用）　

　　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計

基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企

業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企

業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分）および「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

号　平成20年12月26日）を適用している。　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「軽油引取税交付金」は、重要性が増し

たため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記している。

　なお、前第２四半期連結累計期間における「軽油引取税交付金」の金額は１億17百万円である。 　

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示している。

　前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「軽油引取税交付金」は、重要性が増し

たため、当第２四半期連結会計期間より区分掲記している。

　なお、前第２四半期連結会計期間における「軽油引取税交付金」の金額は83百万円である。 　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法

　

２．法人税等ならびに繰延税金資産およ

び繰延税金負債の算定方法　

　

　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分する方法により算定している。

　一部の連結子会社において、繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、

前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい

変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算において使用した将来

の業績予測やタックスプランニングを利用する方法により算定している。

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

　１　偶発債務

　下記のとおり債務保証を行っている。

　１　偶発債務

　下記のとおり債務保証を行っている。　

相手先 金額(百万円) 摘要
中九州ガス事業共
同組合

 386借入金

その他  2
従業員住宅ローン
リース保証　等

計 389　 －

相手先 金額(百万円) 摘要
中九州ガス事業共
同組合

386借入金

その他 2
従業員住宅ローン
 リース保証　等

計 389 －

　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

 （百万円）

人件費 6,587

退職給付費用 736

役員退職慰労引当金繰入額 34

賞与引当金繰入額 1,622

役員賞与引当金繰入額 43

賃借料 2,296

減価償却費 2,463

 （百万円）

貸倒引当金繰入額　 8

人件費 6,343

退職給付費用 636

役員退職慰労引当金繰入額 48

賞与引当金繰入額 1,535

役員賞与引当金繰入額 49

賃借料 2,197

減価償却費 2,345
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額 ※１　販売費及び一般管理費の主要な費目および金額

 （百万円）

人件費 3,336

退職給付費用 375

役員退職慰労引当金繰入額 16

賞与引当金繰入額 765

役員賞与引当金繰入額 22

賃借料 1,107

減価償却費 1,229

 （百万円）

貸倒引当金繰入額　 34

人件費 3,217

退職給付費用 298

役員退職慰労引当金繰入額 23

賞与引当金繰入額 755

役員賞与引当金繰入額 25

賃借料 1,082

減価償却費 1,153

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年 4月 1日
至　平成21年 9月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年 4月 1日
至　平成22年 9月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年9月30日現在） （平成22年9月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 29,700

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △149

有価証券等に含まれる現金同等物 40

現金及び現金同等物 29,590

 （百万円）

現金及び預金勘定 27,435

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △146

有価証券等に含まれる現金同等物 50

現金及び現金同等物 27,339

 

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）および当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月1日　

至　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　76,061千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　   1,251千株

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
 決議

　
株式の種類

　
配当の原資　

　

　
配当金の総額
（百万円）

　
１株当たり配
当額(円）

基準日 効力発生日

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 411 5.5 平成22年３月31日 平成22年６月30日

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

末後となるもの 

 
 決議

　
株式の種類

　
配当の原資　

　

　
配当金の総額
（百万円）

　
１株当たり配
当額(円）

基準日 効力発生日

平成22年11月９日

取締役会
普通株式 利益剰余金 411 5.5 平成22年９月30日 平成22年12月６日
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
石油関連事業
（百万円）

ガス関連事業
（百万円）

航空関連事業
他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 189,849 9,583 2,837 202,269 － 202,269

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
228 4 170 403 △403 －

計 190,077 9,587 3,007 202,672 △403 202,269

営業利益 1,139 32 371 1,543 △506 1,037

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
石油関連事業
（百万円）

ガス関連事業
（百万円）

航空関連事業
他
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 359,34219,605 5,928 384,877 － 384,877

(2）セグメント間の内部売上

高または振替高
466 7 222 697 △697 －

計 359,80919,613 6,151 385,574 △697 384,877

営業利益 2,018 591 637 3,246 △1,046 2,200

（注）　１．事業区分の方法

事業は、商品および役務の種類、販売経路の類似性等を勘案し区分している。

２．各事業区分の主要製品又は事業内容

 事業区分  主要製品又は事業内容

 石油関連事業
揮発油・灯油・軽油・重油等石油製品の販売・保管・出荷、化学製品の

製造・販売

 ガス関連事業 ＬＰガスの販売、天然ガスの販売、都市ガスの販売、ガス機器の販売

 航空関連事業他
航空燃料の保管・給油、金属表面処理、建物付帯設備の請負工事、不動産

賃貸他

３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は前第２四半期連結累計期間11億

81百万円であり、その主なものは当社本社の総務・情報システム部門等の管理部門に係る費用である。

４．四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

（前第２四半期連結累計期間）

該当事項なし。　

 

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）および前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）における本邦以外の国または地域に所在する連結子会社お

よび在外支店がないため、該当事項はない。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）および前第２四半期連結累計期

間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）において、海外売上高がないため、該当事項はない。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち独立した財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。　

当社は、製品・事業別の事業部および支社を設置し、各事業部および支社は取り扱う製品・事業について戦

略を立案し、事業活動を展開している。

したがって、当社は、事業部および支社を基礎とした製品・事業別のセグメントから構成されており、「石油

関連事業」、「ガス関連事業」および「航空関連事業他」の３つを報告セグメントとしている。

「石油関連事業」は、石油製品の販売・保管・出荷および化学製品の製造・販売を行っている。

「ガス関連事業」は、ＬＰガス、天然ガス、都市ガスおよびガス機器の販売を行っている。

「航空関連事業他」は、航空機の燃料の保管・給油、金属表面処理、建物付帯設備の請負工事および不動産賃

貸他を行っている。

　

２．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報　

当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）　

　（単位：百万円） 

 
 

報告セグメント
調整額

（注）１　

四半期連
結損益計
算書計上
 額
（注）２　

石油関連事業 ガス関連事業
 航空関連事
 業他

計

売上高                         

　外部顧客への売上高 399,46823,615 6,930 430,014 － 430,014

　セグメント間の内部売上高　ま

たは振替高
590 13 533 1,136 △1,136 －

計 400,05823,628 7,463 431,151△1,136 430,014

セグメント利益 4,088 635 537 5,261 △34 5,226

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日）　

　（単位：百万円） 

 
 

報告セグメント
調整額

（注）１　

四半期連
結損益計
算書計上
 額
（注）２　

石油関連事業 ガス関連事業
 航空関連事
 業他

計

売上高                         

　外部顧客への売上高 208,83110,669 3,718 223,219 － 223,219

　セグメント間の内部売上高　ま

たは振替高
245 6 232 484 △484 －

計 209,07610,676 3,950 223,703 △484 223,219

セグメント利益または損失(△） 2,666 △15 346 2,997 △96 2,901

（注）１．当第２四半期連結累計期間におけるセグメント利益の調整額△34百万円には、セグメント間取引消去△28

百万円および各報告セグメントに配分していない全社費用６百万円が含まれている。全社費用は主に報告セ

グメントに帰属しない販売費及び一般管理費、営業外収益および営業外費用である。 

当第２四半期連結会計期間におけるセグメント利益または損失(△）の調整額△96百万円には、セグメン

ト間取引消去△３百万円および各報告セグメントに配分していない全社費用92百万円が含まれている。全社

費用は主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費、営業外収益および営業外費用である。

２．セグメント利益または損失(△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

事業環境の悪化等により、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に

計上している。なお、当該減損損失の計上額は、当第２四半期連結累計期間において「石油関連事業」で３億

71百万円および「ガス関連事業」で１億33百万円である。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

20号　平成20年３月21日）を適用している。

　

（賃貸等不動産関係）

　　　　　当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）

賃貸等不動産において、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められる。

当第２四半期連結会計期間末の時価　　　　　　　9,023百万円

当第２四半期連結貸借対照表計上額　　　　　　　9,848百万円　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 723.70円 １株当たり純資産額 708.33円

 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0.16円 １株当たり四半期純利益金額 30.38円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益（百万円） 12 2,273

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 12 2,273

期中平均株式数（千株） 75,156 74,810
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.22円 １株当たり四半期純利益金額 29.29円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △317 2,190

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
△317 2,190

期中平均株式数（千株） 75,156 74,810

　

（重要な後発事象）

該当事項なし。

　

２【その他】

(1）平成22年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………411百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月６日

(注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いをする。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成21年11月12日

三愛石油株式会社

取締役会　御中
 

あずさ監査法人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 原田　一  　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 河西　正之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三愛石油株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三愛石油株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成22年11月12日

三愛石油株式会社

取締役会　御中
 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原田　一  　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　友之　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三愛石油株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三愛石油株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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